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資料４ 

宇治市水道事業ビジョンの策定について（答申案） 

 

１．はじめに 

宇治市では、平成 22 年 3 月に「安全で、安心して暮らせる水道水の供給」を

基本理念とした宇治市地域水道ビジョン（計画期間：平成 22 年度～平成 31 年

度）を策定し、様々な取組を進めてこられたところである。 

平成 23 年 3 月には未曾有の被害をもたらした東日本大震災を経験し、早急な

耐震化の必要性が認識される中、平成 25 年 3 月には国において新水道ビジョン

が策定され、給水人口や料金収入の減少、老朽化施設の更新需要の増大、地震対

策の見直しなどを踏まえ、「安全」「強靭」「持続」の観点から、将来を見据えた

水道事業の理想像が示されている。 

さらに、水需要の減少に伴い水道料金収入が年々減少している一方で、平成 28

年度からは宇治市の給水量の約 7 割を占める京都府営水道の料金が増額改定さ

れるなど、水道事業経営の悪化が見込まれたことから、平成 28 年度に水道料金

を改定され、この間水道施設の更新・耐震化に積極的に取り組んでこられた。 

このような水道事業を取り巻く環境の変化を踏まえ、宇治市水道事業経営審

議会では、宇治市長から諮問を受け、宇治市水道事業ビジョンの策定について議

論を行ったところであり、これまでの取組を評価するとともに、今後の方向性に

ついて検討を行い、結論を得たので以下の通り答申を行うものである。 

 

２．答申 

（１）宇治市地域水道ビジョンの取組評価 

① 事業の進捗状況について 

宇治市では、宇治市地域水道ビジョンに基づく各種施策を実現するため、水

道施設の再編成、簡易水道・飲料水供給事業の統合、浄水施設・配水池や老朽

管路等の更新・耐震化等について実施計画を策定し、具体的な取り組みを進め

てきた。 

  その結果、浄水場の統廃合を含む配水区域の再編計画を策定したほか、笠取

簡易水道と上水道との統合等を完了させ、課題となっていた山間地の不安定

な水の供給を解消することができた。また、老朽管路の更新・耐震化を進める

とともに、管路情報の管理についてもマッピングシステムの機能充実を図り、

漏水等への対応もより適確に行えるようになった。 

しかし、浄水施設・配水池の更新・耐震化事業については、耐震診断や整備

施設の順位付け、設計等に時間を要したため、主要配水池については平成 26
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年度からの工事着手となり、基幹施設である宇治浄水場の更新・耐震化事業に

ついても平成 28 年度から本格的に実施していく計画とされたが、より早急な

耐震化対策が求められる中、宇治市地域水道ビジョンの中間見直し以降の取り

組みにより、令和元年度末の宇治市の水道施設の耐震化率は、浄水施設７４．

４％、配水池３８．３％、基幹管路の耐震適合率は２４．２％と全体的に耐震

化率を向上された。 

水道水の安定的な供給には、強靭な施設整備が不可欠であり、耐震化は老朽

化対策と合わせて早急に取り組む必要があることから、宇治市水道事業ビジョ

ンにおいても、引き続き各種施策の実施により、耐震化率等を向上させる事業

実施に取り組むべきである。 

 

② 経営状況について 

水道事業における主な財源である水道料金収入は、平成 10 年度の料金改定

以降、水需要の減少に伴い、平成 11 年度の 32 億 800 万円から平成 25 年度に

は 26 億 9,200 万円と 5 億 1,600 万円、16.1％減少し、宇治市地域水道ビジョ

ンにおいて、平成 22 年度には単年度赤字の発生を、平成 23 年度からは累積

赤字の発生を予測していたが、必要な財源をどのように調達するかについては

示されていなかった。宇治市地域水道ビジョンの中間見直しまでにおいて、料

金改定をせずに事業運営できたのは、更新・耐震化への投資を先送りするなど、

収支均衡させることを優先した事業運営によるものであると考えられる。 

しかしながら、平成 28 年度の水道料金の改定により、この間、浄水施設・

配水池等の更新・耐震化事業に取り組みながら、単年度黒字で経営されてきた

ところである。 

今後、安全な水道水の確実かつ持続的な供給を継続していくためには、引き

続き必要な建設投資を先送りすることなく実施するとともに、その財源につい

て適切に確保していく対策を早急に講じていく必要がある。 

 

（２）宇治市水道事業ビジョン・経営戦略の策定について 

①水道施設の更新・耐震化、再編成について 

  宇治市の水道施設は老朽化が進んでおり、有形固定資産の減価償却済の割

合は５０%を超えており、全国や類似団体の平均と比べて高い状況にあるが、

耐震化率については、宇治市地域水道ビジョンの中間見直し以降向上してい

る。 

また、今後の水需要の減少が予測される中にあっては、水道施設の現状での

規模は過大であると見込まれ、施設利用率の低下などの事業効率が悪化するこ

とになるため、引き続き浄水場や配水池などの統廃合やダウンサイジングに取
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り組み、将来の水需要に見合った水道施設の規模適正化を図る必要がある。 

水道水の安定的な供給には、強靭な施設整備が不可欠であり、耐震化は老朽

化対策と合わせて早急に取り組む必要があることから、宇治市水道事業ビジョ

ンにおいても、引き続き各種施策の実施により、水道施設の再編成及び耐震化

率等を向上させる事業実施に取り組むべきである。 

 

②水道事業経営のあり方について 

収入面では、今後も水需要の減少が見込まれており、第 5 次総合計画におけ

る人口推計を踏まえた推計では、一日あたりの有収水量は、今後１０年間で約

１１％、最大給水量は約１３％減少する見込である。その結果、給水収益につ

いても、令和３年度の約２９億円が令和１２年度に約２５億６千万円となり、

約１２％も減少する見込みとなっている。 

支出面では、平成 28 年度から宇治市の給水量の約 7 割を占める京都府営水

道の料金が増額改定されるとともに、使用料金単価の増額改定が令和 2 年度

から、建設負担単価については経過措置があるものの令和 3 年度から増額改

定されることから、令和元年度の実績 12 億 9500 万円に対して、令和 4 年度

には 16 億 4300 万円と、約 3 億 5000 万円の増加が見込まれている。加えて、

平成 28 年度からの耐震化工事等の投資事業への積極的な取組により、減価償

却費の増加が見込まれており、今後さらに水道事業経営における収支が悪化し

ていくことが予測されている。  

 

安全な水道水の確実かつ持続的な供給は、市民生活に不可欠なものであり、

そのために必要となる経費について、市民に負担を求めることも止むを得ない

と考えられるが、これまで以上に経営の合理化を図り、持続可能な水道事業経

営に努められたい。 

他団体においては、窓口業務や徴収業務をはじめ、様々な業務について民間

委託や事業の広域化が行われていることから、こうした点についても積極的な

検討を進める必要がある。 

  企業債については、宇治市地域水道ビジョンの策定以降、建設事業費の約 4

割に対して企業債の発行を行ってきたが、企業債の発行は、施設整備によって

受益を受ける世代がその償還を通じて応分の負担をするという面を持つ一方

で、水道料金収入の減少が予測される中、将来世代に過大な負担を先送りする

可能性もあり、持続可能な水道事業経営の観点からは、できるだけ企業債に頼

らず、現世代の水道料金で賄うことが望ましい。 

現世代と将来世代の負担割合を考慮する中では、中間見直し以降は、老朽化

等により施設の資産価値が減少する分、つまり減価償却費分については現世代
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が負担し、それを超える経費については企業債を発行することで将来世代に負

担を求める手法により、建設事業費の約 7 割が企業債対象となっている。 

中間見直し以降は、建設事業費が非常に多額になることから、緊急避難的措

置としてきたが、今後 10 年間の水道事業ビジョンの期間においても、引き続

き耐震化等の事業に取り組む必要があると考えており、宇治市における起債残

高等について他団体の状況と比較しながらではあるが、建設事業費のうち減価

償却費分を超える経費については企業債を発行する考え方を継続することが

望ましいと考える。 

 

こうした検討を踏まえ、水道事業経営における収支が今後悪化していく見込

みであること、水道施設の更新・耐震化、再編成の投資計画からは今後 10 年

間で約 130 億円の事業費が必要と見込まれていること等から、企業債の活用

や水道料金のあり方の検討を進めるとともに、これまで以上の経営努力に早急

に取り組む必要がある。 

 

３．提言 ～将来を見通した持続可能な水道事業経営に向けて～ 

  宇治市地域水道ビジョンの中間見直しでは、将来にわたって持続可能な水

道事業経営に努めなければならないことから、必要と見込まれる事業量と宇

治市地域水道ビジョンの終了後における財政見通しについて検討したが、水

需要や料金収入の減少が見込まれる中、どの程度将来世代の負担とするのか

については、持続可能な水道事業の観点から引き続き検討すべき課題とした

ところである。 

今回策定する宇治市水道事業ビジョンにおいても、人口減少等に伴う水需要

減少の経営面への影響は大きく、水道事業経営における収支は悪化していく見

込みであるが、安全な水道水の確実かつ持続的な供給は、市民生活にとって不

可欠であることを踏まえ、強靭な水道施設の整備に向けて引き続き投資事業に

取り組みながら、健全経営を持続できるような中長期的な視点に立った現世代

と将来世代の負担のあり方は引き続き検討すべきである。 

とりわけ水道料金については、そのあり方として前回の提言を踏まえ、低所

得者向け料金のあり方や口径別料金体系の検討などについては、今後具体的な

料金検討の際にはあわせて検討していただきたい。また、将来世代の負担とな

る企業債については、引き続き投資事業が必要であることを踏まえ、国庫補助

金制度の活用の検討とあわせて、他団体との指標比較も行いながら適切な企業

債発行に努めるべきと考える。 

また、新型コロナウィルス感染症の影響により、この間、生活様式の変更に

伴い、水需要についても営業自粛等による店舗や工場での水需要の減少の一方、
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在宅時間の増加による家庭での水使用の増加など、これまでになかった要因も

発生している。こうした想定しづらい要因についても、常に状況把握に努め水

道事業経営を行っていくことが重要である。 

水道事業については、これまでの新設整備・拡張の段階を経て、現在は維持

管理、更新・耐震化の事業段階となっており、蛇口を捻れば水が出るという当

たり前であることを将来的にも継続していくためには、強靭な水道施設・管路

の整備のため、改めて大きな投資事業費をかけていかなければならない状況で

ある。宇治市の持続可能な中長期的な水道事業経営のためには、現在実施して

いる耐震化工事などについても、より一層情報発信を行うとともに、今回策定

する水道事業ビジョン・経営戦略の内容についても、市民や事業者等に水道事

業の現状をまず知っていただくことが大切であることから、今後よりわかりや

すくしっかりと伝えるために広報の手法等についても検討され、積極的な情報

発信に取り組むことが重要である。その上で、持続可能な水道事業経営に向け

て、早期に収支改善に向けた施策に着手し、できることは直ちに、中長期的な

改善施策は研究・検討を進めるなど、これまで以上の経営努力に取り組むべき

であると考える。 

 

４．おわりに 

  国の新水道ビジョンでは、水道サービスの「安全」「強靭」「持続」の観点か

ら 50 年後、100 年後を見据えた水道の理想像を示している。 

今回の宇治市水道事業ビジョンの策定にあたっては、「安全」な水の安定的

な供給を確保するため、地震災害等にあっても影響が最小限にとどまるよう

「強靭」な施設整備への取組、水需要の減少にも対応できる「持続」可能な経

営努力も含めた水道事業経営について検討を行ってきた。 

宇治市の水道施設は人口が急増した高度経済成長期に整備が進んできたこ

とから、今後これらの更新時期を迎えることになる。このような状況を踏まえ、

施設の更新・耐震化やその財源について議論し、一定の改善の方向性を示すこ

とができたと考えている。 

水道事業経営は、主として水道料金を財源としていることから、今回の答申

に従えば、今後の市民への負担増は避けることはできないものと考えるが、さ

らなる経営努力の取り組みに早期に着手し、更なる民間委託の推進を行うこと

などによるコストの縮減や新たな財源確保にも取り組むなど、収支改善に向け

た経営努力もあわせて行い、強靭な水道施設整備と効果的・効率的な事業経営

に一層努めるよう要請する。 


